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実施計画

第５次実施計画

372,496 372,496 427,853 427,853

1 総
妊婦健康診査事
業

妊婦の健康管理の向上 妊婦
義
務

妊婦健康診査
事業

健康づく
り課

86,855

妊婦からのニーズは
高く、積極的な周
知、償還払いにより
今後成果が見込め
る。

Ｃ 104,524 2
妊婦健康診査
事業

現状維
持

なし 維持

1
妊婦健康診査事
業

健康づく
り課

医療機関への健
診の委託、支払
い事務

受診件数
年
29400
件

23107
件

86,855
医療機関への健
診の委託、支払
い事務

受診件数
年２３０
００件

101,007 2
妊婦健康診査
事業

不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

1
妊婦健康診査事
業

健康づく
り課

要保健指導、要
支援ケースへの
フォロー

要指導件数 年１２件 年１４件
要保健指導、要
支援ケースへの
フォロー

指導件数 年１２件 2
妊婦健康診査
事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　
予算
なし

1
妊婦健康診査事
業

　
補助券を利用で
きないケースへ
の償還払い

償還払い件数
年９５０
件

3,517 2
妊婦健康診査
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

2 総
こんにちは赤
ちゃん訪問事業

生後４か月までの乳児の
いる全家庭に主任児童委
員や助産師等が訪問をし
子育て支援を進める

生後４
か月ま
での乳
児のい
る全家

庭

政
策

こんにちは赤
ちゃん訪問事
業

健康づく
り課

6,299
活動指標を概ね達成
し、成果があがって
いる。

Ａ 7,458 4
こんにちは赤
ちゃん訪問事
業

未 高 高 中
現状維

持
なし 維持

2
こんにちは赤
ちゃん訪問事業

健康づく
り課

生後４か月まで
の乳児のいる全
家庭に主任児童
委員や保健師、
助産師が訪問を
する

訪問実施率 １００％ 84.2％ 6,299

生後４か月まで
の乳児のいる全
家庭に主任児童
委員や保健師、
助産師が訪問を
する

訪問実施率 １００％ 7,458 4
こんにちは赤
ちゃん訪問事
業

済
必
要

済 済 無 なし 維持

3 総
４か月児健康診
査事業

乳児の健康の保持及び増
進

４か月
児童及
び保護

者

義
務

健康づく
り課

15,381
受診率も高く成果は
上がっている Ａ 16,544

現状維
持

なし 維持

3
４か月児健康診
査事業

健康づく
り課

医療機関への健
診の委託、支払
い事務

受診件数
年2050
件

1985件 15,202
医療機関への健
診の委託、支払
い事務

受診件数
年2100
件

16,364
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

3
４か月児健康診
査事業

健康づく
り課

未受診児の確
認、フォロー

未受診児確認
率

１００％
６９．
３％

179
未受診児の確
認、フォロー

確認率 １００％ 180 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

3
４か月児健康診
査事業

健康づく
り課

要保健指導、要
支援ケースへの
フォロー

指導率 １００％
１３件
（１０
０％）

要保健指導、要
支援ケースへの
フォロー

要指導率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4 総
７か月児育児相
談事業

保護者への保健衛生知識
の啓発及び健全な育児へ
の支援

７か月
児童及
び保護

者

政
策

健康づく
り課

560
対象者からのニーズ
はあり、成果は上
がっている

Ａ 657 未 高 高 中
現状維

持
なし 維持

4
７か月児育児相
談事業

健康づく
り課

保健センターで
の相談、指導及
び必要な児に対
する関係機関へ
の紹介等

実施回数 年３６回
年３６回
（1560
人）

560

保健センターで
の相談、指導及
び必要な児に対
する関係機関へ
の紹介等

実施回数 年３６回 657 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 　 維持

5 総
１０～１１か月
児健康診査事業

乳児期の健康保持及び増
進

１０～
１１か
月児

義
務

健康づく
り課

15,434
受診率も高く成果は
上がっている Ａ 16,209

現状維
持

なし 維持

5
１０～１１か月
児健康診査事業

健康づく
り課

医療機関への健
診の委託、支払
い事務

受診件数
年2100
件

２０１８
件

15,434
医療機関への健
診の委託、支払
い事務

受診件数
年2100
件

16,209
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

5
１０～１１か月
児健康診査事業

健康づく
り課

未受診児の確
認、フォロー

未受診児確認
率

１００％ ６９％
未受診児の確
認、フォロー

確認率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5
１０～１１か月
児健康診査事業

健康づく
り課

要保健指導、要
支援ケースへの
フォロー

要指導率 １００％
１００％
（１２
件）

要保健指導、要
支援ケースへの
フォロー

指導率 １００％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

実施計画
事業名

子ども育成相談課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

子ども育成相談課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）
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実施計画

第５次実施計画

372,496 372,496 427,853 427,853

実施計画
事業名

子ども育成相談課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

子ども育成相談課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

6 総
１歳６か月児一
般健康診査事業

乳児期の健康保持及び増
進

１歳６
か月児

義
務

健康づく
り課

2,914
健診受診率は高く成
果は上がっている Ａ 3,048

現状維
持

なし 維持

6
１歳６か月児一
般健康診査事業

健康づく
り課

保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
(2100
人）

年３６回
（2085
人）

2,914
保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
(2100
人）

3,048 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

6
１歳６か月児一
般健康診査事業

健康づく
り課

必要な児に対す
る継続フォロー

実施件数
年２７０
件

年４５０
件

必要な児に対す
る継続フォロー

実施件数
年４００
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

6
１歳６か月児一
般健康診査事業

健康づく
り課 未受診児確認 確認率 ９５％ ８９％ 未受診児確認 確認率 ９５％

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
１歳６か月児歯
科健康診査事業

乳児期の、う歯の早期発
見及び口腔衛生教育を行
うことによる健全な育成
の支援

１歳６
か月児

義
務

健康づく
り課

2,375
ニーズもあり成果を
上げている Ａ 2,531

現状維
持

なし 維持

7
１歳６か月児歯
科健康診査事業

健康づく
り課

保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
（2100
人）

年３６回
（2084
人）

2,375
保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
(2100
人）

2,531 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

8 総
３歳６か月児一
般健康診査事業

幼児の健康の保持増進及
び保護者への育児支援

３歳６
か月児

義
務

健康づく
り課

4,296
受診率も高く成果は
上がっている Ａ 4,566

現状維
持

なし 維持

8
３歳6か月児一般
健康診査事業

健康づく
り課

保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
（2100
人）

年３６回
（1900
人）

4,296
保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
(2100
人）

4,566 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

8
３歳６か児一般
健康診査事業

健康づく
り課

必要な児に対す
る継続フォロー

実施件数
年２３０
件

３０７件
必要な児に対す
る継続フォロー

実施件数
年２８０
件

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8
３歳６か児一般
健康診査事業

健康づく
り課 未受診児確認 確認率 ９０％

９０．
４％

未受診児確認 確認率 ９５％
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
３歳６か月児歯
科健康診査事業

幼児期の、う歯の早期発
見及び口腔衛生教育を行
うことによる健全な育成
の支援

３歳６
か月児

義
務

健康づく
り課

2,057
受診率も高く成果は
上がっている Ａ 2,174

現状維
持

なし 維持

9
３歳６か月児歯
科健康診査事業

健康づく
り課

保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
（2100
人）

年３６回
（1897
人）

2,057
保健センターで
の集団健診の実
施

実施回数
年３６回
(2100
人）

2,174 済
必
要

済
不
可

無 なし 維持

10 総
母子健康手帳交
付事業

母子の健康管理及び適切
な医療の確保

妊婦
義
務

健康づく
り課

772 成果は上がっている Ａ 3,820
現状維

持
なし 維持

10
母子健康手帳交
付事業

健康づく
り課

妊娠届出に基づ
き保健師が面
接、手帳交付。
マタニティマー
クキーホルダー
の配布

発行数、配布
数

年2250
冊

年2219
冊

772

妊娠届出に基づ
き保健師が面
接、手帳交付。
マタニティマー
クキーホルダー
の配布

発行数、配布
数

年2250
冊

3,820 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

10
母子健康手帳交
付事業

健康づく
り課

要支援ケースへ
のフォロー

要指導件数 年１２件 37件
要支援ケースへ
のフォロー

指導件数 年40件 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
母子栄養健康づ
くり事業

母親の健康の保持及び乳
児の健全な発育の支援

妊婦及
び乳児
持つ保
護者

政
策

健康づく
り課

171
ニーズもあり成果は
上がっている Ａ 232 未 高 中 中

現状維
持

なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

372,496 372,496 427,853 427,853

実施計画
事業名

子ども育成相談課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

子ども育成相談課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

11
母子栄養健康づ
くり事業

健康づく
り課

妊娠期及び乳児
期での食に関す
る講習会の実施

実施回数

前期１２
回後期１
２回マタ
ニティ１
２回

前期１２
回後期１
２回マタ
ニティ１
２回

171
妊娠期及び乳児
期での食に関す
る講習会の実施

実施回数

前期１８
回後期１
２回（２
４コー
ス）マタ
ニティ１
２回

232 済
必
要

不
可

済 無 なし 維持

12 総
母子保健指導事
業

妊娠、出産、育児への不
安を少しでも取り除き、
母子の健全な成長に対す
る支援

妊婦、
初めて
父にな
る人、
母親教
室受講

者

政
策

健康づく
り課

503
ニーズもあり成果は
上がっている Ａ 318 未 中 中 中

現状維
持

なし 維持

12
母子保健指導事
業

健康づく
り課

母親教室・父親
教室等の実施

実施回数

母教１２
コース
父教１８
回　ＯＢ
会１２回
対象別母
教６回

母教１２
コース
父教１８
回　ＯＢ
会１２回
対象別母
教６回

503
母親教室・父親
教室等の実施

実施回数

母教１２
コース
（含ミニ
同窓会）
父教１８
回　対象
別母教６
回

318 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

13 総
乳幼児育成指導
事業

育児への不安、悩みに対
する軽減を図り乳幼児の
健全な成長を支援

乳幼児
及び保
護者

政
策

健康づく
り課

1,774
ニーズは高く、ニー
ズに応じ切れていな
い

Ａ 1,957 未 高 高 中 拡大 有り
増
や
す

13
乳幼児育成指導
事業

健康づく
り課

こども相談・親
子教室等の実施

実施回数

こども相
談80日
（健診で
の心理相
談を含め
１５４
回）親子
教室４８
回

こども相
談７８日
（健診で
の心理相
談を含め
１５０
回）親子
教室４８
回

1,714
こども相談・親
子教室等の実施

実施回数

こども相
談７８日
（うち２
人相談体
制２４
日）親子
教室４８
回処遇検
討会２回

1,897 済
必
要

不
可

不
可

有 有り 23

実施回数を増やす
目的が同じような事
業との連携について
検討する

増
や
す

13
乳幼児育成指導
事業

健康づく
り課

母子保健事業検
討会の開催

実施回数 年２回 年３回 60
母子保健事業検
討会の開催

実施回数 年２回 60
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
２歳児歯科相談
事業

２歳児のう蝕の予防、健
全な食習慣、口腔衛生知
識の普及を行い幼児の健
全な成長を支援

２歳児
政
策

健康づく
り課

548
ニーズはあり成果は
上がっている Ａ 787 未 中 中 中

現状維
持

なし 維持

14
２歳児歯科相談
事業

健康づく
り課

保健センターを
会場に歯科・栄
養・育児等の相
談を実施

実施回数
年３６回

年３６回
（1138
人）

548

保健センターを
会場に歯科・栄
養・育児等の相
談を実施

実施回数 年３６回 787 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

15 総
保健師等研修事
業

保健衛生活動の向上

保健師
等（２
１年度
までは
保健
師）

内
部

健康づく
り課

107
研修の成果を事業に
反映できている Ａ 75

現状維
持

なし 維持

15
保健師等研修事
業

　 　
健康づく

り課
各種研修の受講
等

受講件数 年３件 年４件 107
各種研修の受講
等

受講件数 年３件 75
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
乳幼児健康相談
事業

乳幼児の保護者の育児不
安を解消し、乳幼児の健
全な成長を支援

乳幼児
及び保
護者

政
策

健康づく
り課

574
ニーズはあり成果は
上がっている Ａ 833 未 高 中 中

現状維
持

なし 維持

16
乳幼児健康相談
事業

健康づく
り課

毎月保健セン
ター、公民館等
１１カ所での相
談、指導

実施回数
年１５０
回

年１４８
回
（延べ
3085
人）

574

毎月保健セン
ター、公民館等
１１カ所での相
談、指導

実施回数
年１４４
回

833 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16
乳幼児健康相談
事業

健康づく
り課

必要なケースへ
のフォロー

要指導件数 年７５件
年１２５
件

必要なケースへ
のフォロー

フォロー件数 120件 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし
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実施計画

第５次実施計画

372,496 372,496 427,853 427,853

実施計画
事業名

子ども育成相談課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

子ども育成相談課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

17 総 思春期保健事業
思春期の健全な成長及び
健全な青年期への支援

小学
３，４
年生及
び保護
者（体
験講
座）

小・中
学生及
び保護
者等

（依頼
教育）

政
策

健康づく
り課

115
ニーズは高く成果は
上がっている Ａ 116 8

思春期保健事
業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

17 思春期保健事業
健康づく

り課
実施校との打ち
合わせ

打ち合わせ回
数

年８回 年８回
思春期保健依頼
教育

学校数 １８校 8
思春期保健事
業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

17 思春期保健事業
健康づく

り課
思春期わくわく
体験講座の実施

実施校数 年４校 年４校 115
思春期わくわく
体験講座の実施

実施校数 年４校 116 8
思春期保健事
業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

18 総 子育て教室事業
育児への不安、悩みに対
する軽減を図り乳幼児の
健全な成長を支援

２歳児
及び保
護者

政
策

子育て教室
健康づく

り課
1,146

参加者からは概ね好
評を得ているが、１
回あたりの参加組数
は伸び悩んでいる。

Ｂ 1,150 未 中 高 中 縮小 有り
減
ら
す

18 子育て教室事業
健康づく

り課

２歳児に共通す
る子育ての悩み
や関わり方の講
話と遊びの実施

実施回数 年２４回 年２４回 1,146

２歳児に共通す
る子育ての悩み
や関わり方の講
話と遊びの実施

実施回数 年２４回 1,150 済
必
要

可
不
可

有 有り 23 委託事業として実施
減
ら
す

19 総
母子訪問指導事
業

日常生活上の必要な指導
を行うことによる健康の
保持及び増進

保健指
導を要
する子
どもと
その保
護者

政
策

健康づく
り課

0
ニーズは高く成果は
上がっている Ａ 89 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

19
母子訪問指導事
業

健康づく
り課

保健師等が家庭
を訪問し必要な
保健、指導を行
う。

訪問件数 年５０件 年10件 0

保健師等が家庭
を訪問し必要な
保健、指導を行
う。

訪問件数
年３５０
件

89
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総
母子栄養改善事
業

地域での健康づくり活動
の推進

妊婦及
び小学
生と保
護者

義
務

健康づく
り課

112 Ａ 112
現状維

持
有り 維持

20
母子栄養改善事
業

健康づく
り課

委託した食生活
改善推進員によ
る各種健康講座
の実施

実施事業数 年１４回 年１４回 112

委託した食生活
改善推進員によ
る各種健康講座
の実施

実施事業数 年１４回 112 済
必
要

済 済 有 有り 23
母子栄養健康づくり
事業に組み入れして
実施

維持

21 総
子ども予防接種
事業

感染の恐れのある疾病の
予防

法定年
齢内及
び希望
する市

民

義
務

健康づく
り課

184,110

予防接種の種類に
よっては接種率が低
いものもあるが、平
均８０％以上の接種
率である

Ａ 230,276 7
乳幼児等予防
接種事業

現状維
持

なし
増
や
す

21
子ども予防接種
事業

健康づく
り課 個別予防接種 接種者数

年
22,200
人

年１７５
９９人

181,164 個別予防接種 接種件数
年のべ
25,000
件

224,357 済
必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

21
子ども予防接種
事業

健康づく
り課

集団予防接種
（ポリオ）

接種者数
年4300
人

年３８４
１人

2,946
集団予防接種
（ポリオ）

接種件数
年4300
件

5,919 済
必
要

済 済 無 なし 維持

701 総
ＢＣＧ予防接種
事業

疾病（結核）の予防
生後６
か月未

満

義
務

健康づく
り課

17,997
ニーズは高く成果は
上がっている Ａ

701
ＢＣＧ予防接種
事業

健康づく
り課 ＢＣＧ予防接種 接種者数

年2100
人

１９７４
人

17,997

（№21子ども予
防接種事業の活
動「個別予防接
種」に組み入
れ）

22 総 親子食育事業

親子共に栄養バランスの
正しい知識を持つことに
より子ども自身が考える
力を持つ

小学生
とその
保護者

政
策

健康づく
り課

25
ニーズはあり成果は
上がっている Ａ 41 未 中 中 中

現状維
持

済
必
要

済 済 無 なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

372,496 372,496 427,853 427,853

実施計画
事業名

子ども育成相談課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

子ども育成相談課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

22 親子食育事業
健康づく

り課 講義と実習
小学生低学年
と高学年対象
の教室を開催

年２回 年２回 25 講義と実習

小学生とその
保護者を対象
とした教室を
開催

年２回 41 済
必
要

済 済 無 なし 維持

23 総 療育相談事業 療育相談室の管理・運営
療育相
談室利
用者

政
策

療育相談事業
の充実

子育て支
援課

15,816
ニーズは高く成果は
上がっている Ａ 17,465 3 療育相談事業 未 高 高 高 拡大 有り

増
や
す

23 療育相談事業
子育て支

援課
こどもセンター
の施設管理

雇用人数、契
約件数

雇用９人
契約4件

雇用９人
契約4件

15,731
こどもセンター
の施設管理

契約件数 契約4件 3,991 3 療育相談事業 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
職員の時間外勤務の
削減のため、再任用
職員の活用の検討

維持

23 療育相談事業
子育て支

援課 児童の療育相談 相談件数
年2500
件

年2899
件

児童の療育相談 相談件数
年2500
件

13,374 3 療育相談事業 済
必
要

不
可

不
可

無 有り 23

人員の増加
相談員（正規保育
士）・心理職（非常
勤嘱託員）

増
や
す

23 療育相談事業
子育て支

援課

発達障害等の知
識啓発のための
催し等の実施

実施回数 年５回 年5回 85
発達障害等の知
識啓発のための
催し等の実施

実施回数 年５回 100 3 療育相談事業 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24 総
家庭児童相談事
業

家庭における適正な児童
養育、家庭児童福祉の向
上を図るため、家庭児童
相談員による相談指導を
行う。

児童を
養育し
ている

者

政
策

家庭児童相談
室の充実

子育て支
援課

8,857 成果は上がっている Ａ 8,846 1
家庭児童相談
事業

未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

24
家庭児童相談事
業

子育て支
援課

家庭児童相談室
開所

開所日数 週５日 週５日 8,857
家庭児童相談室
開所

開所日数 週５日 8,816 1
家庭児童相談
事業

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
相談員の増及び待遇
改善

増
や
す

24
家庭児童相談事
業

子育て支
援課

要保護児童対策
地域協議会

協議会実施回
数

代表者会
議年2
回・実務
者会議年
6回・個
別ケース
検討会議
年140回
の実施

30 1
家庭児童相談
事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24
家庭児童相談事
業

子育て支
援課 CSPの実施 実施回数

年間 8
クール
（56
回）

1
家庭児童相談
事業

済
必
要

不
可

不
可

無 有り 22

22年度に引き続き
CSPトレーナーを養
成。子育ての関係機
関でもCSP講座の実
施を推進する

増
や
す

25 総
育児支援家庭訪
問事業

子どもに対して問題等を
抱える家庭等に育児に関
する援助や指導などを行
う

子育て
家庭

政
策

育児支援家庭
訪問事業

子育て支
援課

812
対象者からのニーズ
はあり、成果は上
がっている

Ａ 1,275 6
育児支援家庭
訪問事業

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

25
育児支援家庭訪
問事業

子育て支
援課

育児支援家庭訪
問事業の実施

家事・育児訪
問時間

年２００
時間

年１７１
時間

680
育児支援家庭訪
問事業の実施

家事・育児訪
問時間

年２７８
時間

1,246 6
育児支援家庭
訪問事業

不
可

必
要

可 済 無 なし 維持

25
育児支援家庭訪
問事業

子育て支
援課

育児支援家庭訪
問事業の実施

保健師による
訪問回数

年２４０
回

年１５４
回

132
育児支援家庭訪
問事業の実施

保健師等によ
る訪問件数

年１６０
件

29 6
育児支援家庭
訪問事業

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

26 総 助産施設事業

経済的理由により、入院
助産を受けることができ
ない妊産婦に、助産施設
で助産を受けさせること
を行う。

妊産婦
義
務

子育て支
援課

2,173
対象者からのニーズ
はあり、成果は上
がっている

Ａ 1,320
現状維

持
なし 維持

26 助産施設事業
子育て支

援課 入院助産の実施 実施日数
延べ年
２８日

延べ年
７３日

2,173 入院助産の実施 対象者 ４人 1,320
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

27 総
母子生活支援施
設事業

保護者が配偶者のない女
子等で、その監護すべき
児童の福祉に欠ける場
合、母子生活支援施設で
保護を行う。

子が福
祉に欠
ける配
偶者の
ない母

親

義
務

子育て支
援課

713
ニーズはあり成果が
あがっている Ａ 1,430

現状維
持

なし 維持
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実施計画

第５次実施計画

372,496 372,496 427,853 427,853

実施計画
事業名

子ども育成相談課

目標値

活動

活動

活動指標の名称

実績

活動指標の名称

活動ごとの
予算額

基礎情報

子ども育成相談課

活動

実績値

活動量・サービス量の達成状況事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
区
分

21年度
所管

課かい

平成２１年度評価

活動

活動量・サービス量 当該事務事業全
体の予算額
（合計）

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業 事後評価
平成２２年度計画

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

21年度
の取組
に対す
る分析

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

優先
順位

重点事業
の名称

22年度業務計画に
おける課の重点事業

②
ニ
ー

ズ

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円） 事業の改善提案

①
人
件
費
減

③
民
間
活
用

必要性

③
成
果

⑤
そ
の
他目標値

今後の事業展開

改善の内容

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

当該事務事業全
体の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

②
直
営
の

必
要
性

事業の
方向性

予算内訳（千円）

27
母子生活支援施
設事業

子育て支
援課 保護の実施 保護世帯数 年１世帯 年１世帯 713 保護の実施 保護世帯数

年１世帯
1,430

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

888 総
災害応急対策活
動

地震動・津波等伴う諸現
象による同時多発的災害
が発生した場合に、被害
を軽減し、応急対策活動
を課として迅速的確に対
処する。

義
務

888
災害応急対策活
動

部の災害応急対
策活動マニュア
ルの検証及び見
直し等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

4月

888
災害応急対策活
動

災害現地調査の
実施及び災害対
策本部へ報告
（災害等発生
時）

災害現地調査
の実施

随時

888
災害応急対策活
動

災害情報の収集
及び部内各班へ
の連絡体制をと
るとともに、応
急対策準備に必
要な職員を配備
等（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備（こど
も育成部全職
員）

随時

888
災害応急対策活
動

災害時相互応援
協定に基づく応
援要請（災害等
発生時）

近隣市町及び
特例市への応
援要請

随時

888 総 庁内共通事務


